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１、沖縄県名護市長選　稲嶺さん圧勝　新基地ノー揺るがず　
①　この結果は、沖縄県民の歴史的勝利です。安倍政権による卑劣な強圧を用いての新基地建設の押し付けをきっぱり拒否した、名護市民の勇気ある審判です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政府は、この結果を重く受けとめ、辺野古への新基地建設を断念すべきです。日本共産党は、普天間基地の無条件撤去を強く求めて、沖縄県民と共に闘います。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②　自民党の幹事長は「新基地建設の問題は政府が決めることだ」と言い放ち、官房長官は「選挙の結果はどうあろうとも新基地建設は左右されない」という発言をしています。政府・与党の側は今度の結果を踏付けにして、新基地建設をゴリ押ししようとしています。しかし、こういう審判が下った以上、辺野古に基地をつくることは絶対に出来ません。新基地建設をゴリ押しすることは絶対に許さないという闘いを、沖縄と本土が連帯して更に発展させ、圧倒的な世論の力で日米両政府を包囲しましょう。そして新基地建設を断念に追いこむ。同時に普天間基地は無条件で撤去させる。闘いはこれからが大事です。
２、都知事選挙　安倍政権の暴走に審判、「逆立ち」を正す
二つの意味で大きな選択が問われています。　　　　　　　　　　　　　　　ｐ一つは、安倍政権の、暮らし、平和、民主主義を壊す暴走に対して、都民的審判を下す場になるということです。争点の原発問題も大事ですが、同時に、消費税の問題、秘密保護法の問題、憲法の問題など全体に対する審判が問われます。　　　　　　ｐ二つは、都政のあり方の問題です｡石原・猪瀬都政がやってきたことは、都民の福祉と暮らしを削るお年寄りの医療の問題、あるいはシルバーパスの問題、さんざん削りに削って、そしてお金を、１メートル１億円の東京外環道のような巨大開発にそそぐ。この様な｢逆立ち｣都政を正しましょう｡　　　　　　　　　　　　　　　ｐこの二つの願いを託せるのは宇都宮健児さんしかいません。日本共産党は宇都宮さんを推薦し、勝利のために力をつくします。

３、アベノミクスで景気回復なし　消費税増税中止、賃上げと雇用を
ｐどんな世論調査でも、国民の多数は「景気回復の実感がない」です。ＧＤＰ（国内総生産）の僅かな伸びを支えているのは、消費税増税前の駆け込み需要と公共事業の積み増しで、肝心の働く人の賃金は１８カ月連続でマイナスです。こういう状況の下で、消費税を８％に上げると消費税で８兆円の増税、社会保障の負担増と給付減で２兆円、あわせて１０兆円もの負担増です。これでは国民の暮らしを壊すだけでなく、経済も財政も共倒れになるから、絶対にやめるべきです。　　　　　　　　　　　　　　　　　
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
ｐデフレ脱却には、賃上げと安定した雇用の拡大が一番です。大企業が持っている、２７０兆円という巨額の内部留保の一部を活用して、大幅な賃上げをはかる。中小企業の方々への手当てをきちんと保障しながら、最低賃金を時給１０００円以上に引き上げる。雇用のルールを強めて、非正規社員の方を正社員にする、安定した雇用を増やす。こういう一連のパッケージの政策で、国民の賃金を引き上げ、安定した雇用を増やすことで、家計を活発にし、内需を活発にし、デフレ脱却の道が開けてきます。

４、集団的自衛権行使容認について　海外で戦争する国に
ｐ集団的自衛権というと、「自衛」という言葉で誤解されることもありますが、日本の「自衛」やアメリカ本土の「自衛」とは関係ありません。戦後の歴史のなかで、国連憲章５１条にもとづく集団的自衛権が発動されたのは、アメリカのベトナム戦争、旧ソ連のチェコスロバキアやアフガニスタン侵略など、大国の侵略と介入の口実とされたのが、事実です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍政権が狙っているのは、アメリカといっしょに「海外で戦争する国」日本をつくることです。これまでも、アメリカが、アフガニスタン戦争（２００１年）、イラク戦争（２００３年）に乗出した時、自衛隊が応援に出ました。しかし、集団的自衛権が行使できないということが「歯止め」になって、戦闘地域には行けなく、戦闘行動はできませんでした。ところが、集団的自衛権行使容認でこの「歯止め」がなくなると、米軍とともに戦闘地域にまで行って、戦闘行動を行うことができるようになります。そうすると外国人を殺すことにもなり、逆に殺されることも起こります。そういう日本にしてはいけません。
５、通常国会　安倍政権の暴走と国民の闘いが激突する
ｐ暮らしの問題では、消費税増税ストップ、雇用のルール破壊、社会保障切リ捨て、ＴＰＰ（環太平洋連携協定）などが大きな問題です。日本共産党は国民の暮らしを応援して経済を立て直す対案を掲げて頑張ります。原発の問題では、原発を推進するのか、即時ゼロか、大きな争点になってきます。沖縄の名護市辺野古へ新基地をつくる、この暴挙に対しては断固反対で頑張っていますが、「基地のない沖縄」、「基地のない日本」への道を開きます。　　　　　　　　　　　　　　ｐまた、日本共産党は、参議院で議案提案権を得ましたので､国会には､秘密保護法の廃止法案、あるいはブラック企業規制法案を出して、頑張っていきます。　　　　　　　　　ｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐ（１月１９日のＮＨＫ党首インタビュー等から）
桑名の中で　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１、土曜授業について　平成２６年度（４月）より年間３回以上実施
１月９日に行われた桑名市教育委員会１月定例会で、平成２６年度（４月）より、各学校において、土曜授業を年間３回以上実施することが決められました（教職員は午前中４時間勤務）。目的は、①子どもたちが土曜日をうまく使ってない。②平日の６限目を減らし（平準化）土曜日にもってくる。③保護者の授業参観日を増やす。等々だそうです。文部科学省はアンケート等を実施し、「国民的な議論に資するよう」求めていましたが、桑名市では人の意見（保護者など）も聞かずに国・県の圧力で方針を決めました。具体的な実施については県の教育委員会や教職員組合からの回答待ちのようです。
２、 桑名・員弁広域環境基本計画（案）　騒音問題も　　　　　　　　　　
パブコメが実施され１月１５日に締めきられました。応募状況は、３件です。私は２４項目にわたって問題点を指摘しました。特に次の２点について、はっきりとした回答が欲しいものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①　何故広域計画なのか
「水質や大気などの保全や、ごみ問題、エネルギー問題、生物多様性の損失など、私たちを取り巻く環境に関する課題を解決していくためにも、自治体の境界を越えた取り組みが必要」「環境基本計画を広域で策定することは、桑名･員弁地域が一つのまとまった地域として、一体的な環境の取り組みを推進していくための根幹を形成するもの」と書かれているが、何故広域計画なのか、広域計画の必要性と意義が不明です。（施策などは市町別になっている。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②　騒音問題を取り上げてください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「住民の快適な生活の確保につながる、騒音、振動、悪臭などの防止について、関係法令に基づく規制や指導の強化、事業者の自主的な取り組み等により、生活環境の維持・向上に努めていきます。」とあるが、特に一時日本で一番うるさいといわれた２３号線の騒音は最近話題にされないが重要な問題です。桑名市は木曽岬町のようにどうして取り上げないのか。（工場騒音につても同様）
３、 １月１５日臨時市議会、全員協議会（新病院建設関係）　　　　

臨時市議会では、新しい議長が選出されました。新しい議長には少数意見の尊重をお願いしました。提出された補正予算（９月の台風による多度力尾川の復興予算）は質疑も討論もなく承認されました。報告の中には、土地開発公社の城山公園の売却があり、「緑ドロボー」のヤジがありました。
　全員協議会では、新病院入札不調の説明で、現在も調査中と言う事で、結果を月末にも市長が市民の皆さんに説明するという事でした。私たちは、「建設場所から考え直せ」と主張しましたが、この場所で検討を進めると言う返事でした。現在の状況（原材料の高騰、人手不足、工期の問題など）から推測すると更なる予算追加が必要と思われます。私達の負担・桑名市の借金がさらに増えることになります。結果が出たら皆さんと共に考えて行きたいと思います。　　　　　　　ｐいずれにしても担当部署（独法も）と設計会社の責任が問われます。
４、 第３期桑名市地域福祉計画（案）　内容は互助という名の地域包括ケアシステムの構築とボランティア活動への参加の呼びかけ
桑名市の保健福祉部福祉総務課では、第３期桑名市地域福祉計画作成のために計画案を公表して、１月１６日から２月１４日までパブリックコメントを募集しています。１００頁近いものですが、是非、読んでいただき意見を出しましょう。
　第６回の策定市民会議を傍聴したので、大体の中身は分かっているつもりであったが、ちょっと酷いような感じがしました。基本は、昨年の国の社会保障制度改革国民会議報告書の自助を基本とした互助の掘り起こし、地域包括ケアシステムの構築、ボランティア活動の見える化です。ボランティア活動への強引な参加の呼びかけと社協の活用がメインになっています。精読し、詳細に反論していきたいと思っています。
なお、地域包括ケアシステムは、「できる限り住み慣れた地域で尊厳をもって暮らせるように、介護・医療・住まい・生活支援・介護予防を一体的に提供するシステム」とされていますが、実際は、病院から患者を追い出し、素人が地域で面倒見ようとする、安作りのシステムです。はたして市民権を得られるでしょうか。　　　　　　　　　　　　

１月１４日には、第1回地域包括ケアシステム推進協議会が行われました。
国では　「エネルギー基本計画案」に対するパブコメに約１万９０００件　　　　　　　　　　（私のパブコメから）
福島の原発事故を本当に反省し、二度と起こさないと決意し、責任あるエネルギー政策を取ると言うのなら、これからも原子力に頼り、原発再稼働や、他国への原発輸出の結論には至らないのではないでしょうか。　　　　　　　　　　　＊何故、原子力が国産エネルギーとしてエネルギー自給率の中に入れられるのか不明です。（国内の原子力発電所で用いるウランは全量が海外から輸入されています。）
＊エネルギー政策の４つの基本的視点として、安全性、安定供給、経済負担、環境負荷を考えるのなら原子力と言う答えは出て来ない筈です。
＊地球温暖化問題の根本的解決策を出さずに、日本に自信のない温室効果ガス排出量で、国民に電気料金の上昇の原因は原発の停止だと言い訳するのは最低の理論です。
＊原子力の利用の拡大を訴え、新興国に原子力の導入をそそのかし、日本の原子力産業を育成する姿勢は世界の笑いものです。挙句の果ては、原子力をめぐる議論は、より国際的な観点でと言っている事は情けない限りです。
＊プルサーマルの推進、六ヶ所再処理工場の竣工、ＭＯＸ燃料加工工場の建設、むつ中間貯蔵施設の竣工、高速炉の研究開発、使用済み核燃料の貯蔵能力の拡大を進める等、すべてとんでもない事です。それよりも、使用済み核燃料の問題（地層処分でいいのか）、最終処分場問題、廃炉問題を考えるのが先ではないでしょうか。
＊新たな「安全神話」を作り出し、原発の再稼働や他国への輸出なんてとんでもない。アメリカ、フランスと国際協力するのではなくて、ドイツの姿勢を学ぶべきではないでしょうか。企みのある、原子力に関する丁寧な広聴・広報を進める事や原子力に関する教育の充実など全く不必要です。
Ｎｏ．２０２　　　　２０１４年　１月　２３日
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